
認定企業の取組事例 その１

株式会社髙島屋
所 在地： 大阪府
業 種 ： 小売業
労働者数:   １２，０５１人

（男性４，１６０人、女性７，８９１人）

○ 計画期間
平成１９年４月１日～平成２１年３月３１日

○ 内 容
☆目標１： 計画期間内に、社員の育児休業等の

取得状況を次の水準以上にする。
男性社員・・期間内の取得者を１０名以上とすること
女性社員・・取得率を90%以上とすること

☆目標２： 計画期間内に有期雇用社員と社員
の育児・介護関連制度の均等・均衡化
を実施する。

☆目標３： 計画期間内に育児勤務者の能力発
揮に向けた取組みを実施する。

☆目標４： 計画期間内に、働き方の見直しを含
めた働きやすい環境整備や働きがいの

向上に向けた取組みを実施する。
☆目標５： 計画期間内に新たな医療・健康管理

体制の構築を実施する
☆目標６ ： 計画期間内に、子どもを連れたお客

さまが安心してお越しいただけるよう、
授乳室や乳幼児と一緒に入ることので
きるトイレへの改修や育児に関する情
報発信を実施する。

☆１ 男性社員の取得者数・・１９名
女性社員の取得率・・９９．２％

☆２ 平成２１年２月に、有期雇用社員の育児
休業・介護休業制度を改正、社員と同じ取
得期間とした。

☆３ 平成１９年７月に育児休業からの復職者
を対象とした育児勤務者研修を実施。平成
１９年９月から、全育児勤務者を対象とした
研修を実施。

☆４ 平成１９年８月に、大阪と東京に「キャリ
ア・ライフプラン相談室」を開設、相談体制
を強化。 PC制御システムの導入等、時間
外労働削減への取組みを強化。年間休日
計画の策定等、計画的な年次有給休暇取
得の推進。

☆５ 平成２０年１０月に全従業員を対象とした
メンタルチェックを実施。平成２０年１１月に
相談窓口を新設。

☆６ 新宿店において、赤ちゃん休憩室を改装。
赤ちゃんフェアと合わせた、商品開発等の
情報発信の実施。

◇１回目の認定以降、自社開発商品（ﾍﾞﾋﾞｰ肌着等）や、
赤ちゃんﾌｪｱ・ｷｯｽﾞｸﾗﾌﾞｶﾀﾛｸﾞ･広告等に継続的に掲載し、
お客様に対し子育て支援に取組む姿勢を示している。

◇全従業員の名刺に「くるみん」を印刷すると共に、会社案内・
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等に掲載し、対外的にｱﾋﾟｰﾙしている。

【企業のコメント】
次世代育成支援やﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽへの取組みの実効をあげるためには継続的な取組みが重要と考えている。

当社では２年毎のﾀｰﾑで行動計画を策定し取組みを推進しているが、企業全体の行動計画と併せ、各店舗毎に
WLB実現に向けたｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝを策定し、継続的に取組みを推進している。第２期においては、社員と有期雇用社

員の育児休業・介護休業期間を合わせる制度改正や、全員を対象としたﾒﾝﾀﾙﾁｪｯｸの実施等、全従業員を対象と
した取組みを強化している。

厚生労働省「仕事と生活の調和推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」への参画、ﾄｯﾌﾟﾒｯｾｰｼﾞの発信と併せ、各所へのくるみんの掲示
等により徐々に意識醸成が図られており、今後とも継続して取組んでいく。

２期目行動計画 ２期目行動計画取組状況

目標達成、認定の効果

別添 ３

タカシマヤは子育て支援に取り
組み、安心・安全な商品とサー
ビスをお届けしています
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http://www.takashimaya.co.jp/shopping/special/babymama/index.html�


認定企業の取組事例 その２

株式会社 INAX
所 在地： 愛知県
業 種 ： 製造業
労働者数:   ５，８８７人

（男性３，８９６人、女性１，９９１人）

○ 計画期間
平成１９年４月１日～平成２１年３月３１日

○ 内 容

☆目標１： 出産休暇、育児休業からのス
ムーズな復職を支援するため、
次の措置を実施する。
・休業者用WEBコミュニティ設置
・復職前・復職後面談制度導入

☆目標２： 育児休業の取得状況を次の水
準以上にする。

・男性の育児休業取得者数：３名以上
・女性の育児休業取得率：９０％以上

☆目標３： 所定外労働時間削減のための
措置を実施する。

☆１ 休業者用WEBコミュニティを設置した。

☆１ 復職前・復職後面談制度を導入した。

☆２ 男性の育児休業取得者 ７名

☆２ 女性育児休業取得率 ９４％

☆３ 全社員に「時間管理ハンドブック」を
配布し、グループ単位での読み合わせ、
及び取り組み実施を呼びかけた。

◇ 公式ホームページ、INAX CORPORATE REPORT2009の
会社情報の中で認定企業であることを明記し、
社内外にアピールしている。

◇ 人事担当者の名刺に「くるみん」を印刷し、
認定企業であることを対外的にアピールしている。

【企業のコメント】
第１期の行動計画では、休業制度・短時間勤務制度を整備し、育児しやすい環境を整え、第２期では

スムーズな復職を支援する制度・ツールを導入し、働きやすい環境を整えてきた。
こうした育児面と仕事面両方の環境整備をしてきたことで、育児をしながら働いている社員本人も上司も、後に続

く後輩たちのロールモデルとして活躍したい・してもらいたいという意識がより強くなり、当事者のモチベーションが上
がってきている。
また男性も、制度を活用して仕事だけでなく私生活も充実させ、ワークライフバランスを図っていきたいと考える社

員が増えつつある。
こういった現状を踏まえ、今後さらに、女性が育児をしながらも働き続けられるよう、男性の育児参加促進にも注
力していきたい。

２期目行動計画 ２期目行動計画取組状況

目標達成、認定の効果

別添 ３
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認定企業の取組事例 その３

モロゾフ株式会社
所 在地： 兵庫県
業 種 ： 製造業
労働者数:   １，８１２人

（男性４９２人、女性１，３２０人）

○ 計画期間

平成１７年４月１日～平成２０年１１月４日

○ 内 容

☆目標１： 男性の育児休業取得率を３０％
以上にする

☆目標２： 両立指標「両立支援（休業）」を
６０点から１００点にする

☆目標３： 短時間勤務の正社員制度を導
入する

☆目標４： 子ども参観日を実施する

☆１ 社内報、会議、研修により男性の育児
休業取得に向けた周知を行い、人事より
対象者に働きかけた。また、男性の育児
参加推進キャンペーンとして川柳を募集
し、男性の育児休業取得率９４％を達成
した。

☆２ 育児休業取得者の円滑な職場復帰の
ため、会社から休業者への情報提供およ
び休業者から会社への近況報告を行っ
た。また、自己啓発ガイドブックを配布し、
両立指標「両立支援（休業）」が１００点と
なった。

☆３ 平成１９年１０月にショートタイム社員
制度を導入し、２０年４月にフルタイム社
員３名がショートタイム社員に転換した。

☆４ 子ども参観日を平成１８年から毎年１
回実施した。

◇ ＣＳＲ報告書や、名刺に「くるみん」を入れ、 認定企業である
ことをアピールしている。

【企業のコメント】
当社では出生の届があると個別に「赤ちゃん誕生おめで

とうございます」の言葉を添えて、育児休業取得の奨励や
短時間制度や積立有給休暇などの案内を行っている。
そのためほとんどの従業員（男女とも）
が育児休業を取得しているが、今の
ところ男性は１人あたり３日以内の
実績しかない（３日間は有給）。
この３日間の育児休業がより積極的に
男性が子育て参加するきっかけになれ
ばと考えている。

１期目行動計画 １期目行動計画取組状況

目標達成、認定の効果

別添 ３
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認定企業の取組事例 その４

株式会社秋田魁新報社
所 在地： 秋田県
業 種 ： 情報通信業
労働者数:   ２９０人

（男性２４６人、女性４４人）

○ 計画期間
平成１７年４月１日～平成２１年３月３１日

○ 内 容
☆目標１： 育児休業取得の促進を図る。

男性社員：1人以上

☆目標２： 妊娠中・出産時における社内制
度及び子の看護休暇制度を周知
する。

☆目標３： 所定外労働削減のため、｢ノー
残業デー｣を導入する。

☆目標４： 社員及び家族のための親睦行
事などを充実させる。

☆目標５： インターンシップなどを通じ、積
極的に就業体験の機会を提供す
る。

☆１ 行動計画期間内に、ワークライフバランス
セミナーを開催するとともに、実施内容を社
報で周知し男性の育児休業取得を呼びか
けるなど育児休業取得の促進を図り、男性
社員1人、出産した女性社員の100％が育児
休業を取得した。

☆２ 社内のパソコンネットワークを活用し、社
員全員が現行の制度を常時閲覧できるよう
にするなど、制度の積極的な周知を行った。

☆３ 定休消化･時短推進委員会を設置し、
平成20年9月より毎週火曜日を｢ノー残業
デー｣と定め、所定外労働の削減を進めた。

☆４ 家族などの職場見学を常時受け入れると
ともに、レクリェーション行事として「家族ス
キー旅行」を実施した。

☆５ 大学生を対象にしたインターンシップなど
の受け入れ体制の充実を図り、行動計画
期間内に43人の受講者を受け入れた。

◇自社ホームページ内（会社案内）にて認定を
受けた旨を公表。

【企業のコメント】
認定による最大の効果は、両立支援制度の利用者が

行動計画策定前と比較して増加の傾向にあること。
今後も従業員一人ひとりが共通の認識を共有することで、気兼ねなく利用できる

職場風土を目指し、意識改革を進めていきたい。

１期目行動計画 １期目行動計画取組状況

目標達成、認定の効果

別添 ３
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認定企業の取組事例 その５

医療法人圭良会
所 在地： 香川県
業 種 ： 医療，福祉
労働者数:  １６２人

（男性２８人、女性１３４人）

○ 計画期間
平成１８年１０月１日～平成２０年９月３０日

○ 内 容
☆目標１： 平成１９年度の年次有給休暇

の取得日数を平成１７年度の取
得日数より１０％以上向上させる。

☆目標２： 育児休業または介護休業取得
者がスムーズに職場復帰できる
よう講習制度を導入する。
積極的に就業体験の機会を提

供する。

☆１ 年次有給休暇取得平均日数
平成１７年度パート２．７日 ・常勤５．５日が
平成１９年度パート４．４日 ・常勤６．５日と
それぞれ６２％・１８％向上した。

☆２ 育児休業後にスムーズに職場復帰でき、
また、休業中の能力の維持 ・向上のため、
休業中・復帰後の講習を実施した。

※ 育児休業は子が３歳になるまで、３回に分
けて取得できる。育児休業期間は無給である
が、積立年休がある職員は、１年間に５日を
限度に育児休業を有給とすることができる。

※ 院内託児施設「ひまわり託児所」では小学
校入学前までの子を預かり、夜間保育も行っ
ている。保育料は第２子は第１子の半額、第
３子は無料。

◇ 自社ホームページ、パンフレット、名刺に「くるみん」を印刷し、院内外にワーク・ライフ・バランスを
重視した人材育成を行う職場であることをアピールしている。

【企業のコメント】
両立応援ガイドブックを作成し全職員へ周知したことで、育児・介護

に関する制度を取得しやすい環境づくりが生まれた。また、休業者自ら
が「育児参加計画書」を作成し上司と面談することで、働き方を見直す
きっかけにもなり、部署内でのコミュニケーションにも繋がっている。
就職面接会等では、「くるみん」の取得を説明するとともに求人票にも

記載することにより、実際に子育てしながら働きやすい環境であるという
理由から応募される学生も増加している。
今後も両立支援推進委員会を設置し、積極的に取り組んでいきます。

１期目行動計画 １期目行動計画取組状況

目標達成、認定の効果

別添 ３
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